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7.個別企業ヒアリング調査結果とシーズ商品 

企業名 食品加工会社（平川市） 業種 食品製造業 

主要取扱商品 山菜加工、りんご加工、冷凍食品、カットフルーツ、カット野菜 

①現在の取扱商品につい

て教えてください。 

（会社案内、商品カタログ

など） 

調理済み加工食品の   有    無 

メモ； 高齢者用食品として、とろみ付け食品を受託製造。ナ

ガイモ、カボチャなど乾燥から粉末化まで可能。１食分の個装

が可能。                             

 

その中で、 

主食となりうるもの 

商品名；ごはんのレトルトパックの製造は可能          

原材料；                              

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         

 

主菜となりうるもの 

商品名；肉じゃが、カレー                     

原材料；                             

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         

 

副菜となりうるもの 

商品名；昆布巻き（山菜、さけ、にしん、ししゃも）、味付

け惣菜  

原材料；                             

産地；                              

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                          

 

汁物となりうるもの 

商品名；けの汁、たけのこ汁                            

原材料；                             

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         
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デザートとなりうるもの 

商品名；リンゴドライフルーツ、ゼリー類（リンゴ、ぶど

う）、シャーベット                               

原材料；リンゴ、砂糖                       

産地； 青森                           

栄養表示の有無； 有                     

賞味期限等；                         

 

②保有機械設備等につい

てお知らせください。 

 

 凍結乾燥機、乾燥機、スプレードライ、レトルト殺菌機、 

真空包装機、充填装置（ビン、パウチ、缶、ペット、紙パック

など） 

粉砕機 or 磨砕機、限外ろ過装置 

その他；急速冷凍機                                                

③社内の商品開発体制に

ついてお知らせください。 

 

商品開発は主にどの部門が行っていますか？ 

試験室、開発室、研究室、その他               

人数；  ２（開発員）名 

 

商品の一般栄養成分の分析は、自社で可能ですか？ 

可能  不可能   分析依頼 青森県薬剤師会、マシス等   

＊分析可能であるが、最終的に第３者機関による分析書が要求

されることが多いため、外部機関に依頼している。 

④商流について（問屋、小

売店、直販など） 

 

イオン、生協等の大型小売店とは直取引を行っている。全国展

開している商品や業務用は、食品問屋や商社（双日など、帳合

としての意味合い）を通して販売している。 

直販は、「かめあし」「キョーエイ」に委託している。自社で行

うと Web 維持経費（人件費を含む）によりコスト的に合わない。 

⑤事業説明を聞いてのご

意見、ご感想、ご要望 

 

だいこん、ごぼう、にんじんなどは周辺農家から調達している

が、必要となる商材が大量になると、青森県産や国産だけで調

達することが難しい。 

⑥その他、課題やご要望等 津軽地方では、何かをしようとするときにまとまりにくい気風

がある。いっしょにできる土台作りをしたいところであり、県

などが中心なってくれたらいい。 

 



 49 

 

企業名 りんご加工会社（板柳町） 業種 食品製造業 

主要取扱商品 りんご果汁、発芽玄米 

①現在の取扱商品につい

て教えてください。 

（会社案内、商品カタログ

など） 

調理済み加工食品の   有    無 

メモ；リンゴ果汁（ジュース）製造が中心である。600 軒の農

家と他に発芽玄米をリンゴ果汁生産閑散期に製造・販売してい

る。かりん果汁、スイカ糖を生産している。スイカ糖は、岩木

産周辺から調達したスイカを使用し、減圧濃縮機で製造してい

る。親会社は、長野県の寿高原食品㈱で、販売は親会社を通し

て行っている。 

その中で、 

主食となりうるもの 

商品名；発芽玄米（炊飯加工などはできない）          

原材料；                           

産地；青森県産                        

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

主菜となりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         

 

副菜となりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                              

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                          

 

汁物となりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                             

栄養表示の有無；                        
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賞味期限等；                         

 

デザートとなりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                              

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         

 

②保有機械設備等につい

てお知らせください。 

 

 凍結乾燥機、乾燥機、スプレードライ、レトルト殺菌機、真

空包装機、充填装置（ビン、パウチ、缶、ペット、紙パック

など） 

粉砕機 or 磨砕機、限外ろ過装置 

その他；温風乾燥機、減圧濃縮機                

③社内の商品開発体制に

ついてお知らせください。 

 

商品開発は主にどの部門が行っていますか？ 

試験室、開発室、研究室、その他               

人数；   名 

商品の一般栄養成分の分析は、自社で可能ですか？ 

可能  不可能   分析依頼 日本食品分析センター    

④商流について（問屋、小

売店、直販など） 

 

 商品の販売は、どのようなルートで行っていますか？ 

ネット販売、そのほかは、親会社で販売している。 

 その場合、現在課題となっていることはありますか？ 

 特になし 

⑤事業説明を聞いてのご

意見、ご感想、ご要望 

 

特になし 

 

⑥その他、課題やご要望等 特になし 
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企業名 こんにゃく製造・販売会社（青森市） 業種 食品製造業 

主要取扱商品 こんにゃく、ところてん、加工こんにゃく 

①現在の取扱商品につい

て教えてください。 

（会社案内、商品カタログ

など） 

調理済み加工食品の   有    無 

メモ；青森県産こんにゃく粉 10％配合のこんにゃくの製造・販

売。こんにゃくマンナンとカシス等を組合せたサプリメント等

の販売（構想段階）。青森県産原料を使用した商品づくりを推進

する「県産農産物の加工を考える会」を設立し、現在勉強会を

３回開催した。「青森正直村構想」の実現に向けて活動している。

こんにゃくラーメン、マカロニこんにゃく、つぶこんにゃくな

ど他企業とのコラボレーションで開発したものがある。低カロ

リー食材として活用できるものと考えられる。 

その中で、 

主食となりうるもの 

商品名；こんにゃくラーメン      

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

主菜となりうるもの 

商品名；マカロニこんにゃく、つぶこんにゃく、メカブ粉

混入こんにゃく   

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

副菜となりうるもの 

商品名；                           

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

汁物となりうるもの 

商品名；                           
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原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

デザートとなりうるもの 

商品名；しらたまあずき                    

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

②保有機械設備等につい

てお知らせください。 

 

 凍結乾燥機、乾燥機、スプレードライ、レトルト殺菌機、真

空包装機、充填装置（ビン、パウチ、缶、ペット、紙パック

など） 

粉砕機 or 磨砕機、限外ろ過装置 

その他；包装機                         

 

③社内の商品開発体制に

ついてお知らせください。 

 

商品開発は主にどの部門が行っていますか？ 

試験室、開発室、研究室、その他               

人数；   名 

商品の一般栄養成分の分析は、自社で可能ですか？ 

可能  不可能   分析依頼             

他の企業とコラボレーションして商品開発を行っている。 

④商流について（問屋、小

売店、直販など） 

 

 商品の販売は、どのようなルートで行っていますか？ 

 給食系、問屋への販売など 

 その場合、現在課題となっていることはありますか？ 

 利益率の向上 

⑤事業説明を聞いてのご

意見、ご感想、ご要望 

低カロリー食品の開発が可能であり、積極的参加を望んでいる。 

 

⑥その他、課題やご要望等 特になし 
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企業名 水産加工会社 A（八戸市） 業種 食品製造業 

主要取扱商品 冷凍寿司、調理済み冷凍食品 

①現在の取扱商品につい

て教えてください。 

（会社案内、商品カタログ

など） 

調理済み加工食品の   有    無 

メモ；以前は国産原料を中国で加工し、国内で販売していたが、

地元の顔が見えるものに、量から質に転換を図っている。単純

なものは、１時間で 1000 パック製造可能である。ホタテエキス

（130ｇ、780 円）は、貝柱煮汁を他社で濃縮加工している。          

その中で、 

主食となりうるもの 

商品名；冷凍寿司 300ｇ（個食パック可能）           

原材料；                              

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；－18℃で 90 日                         

 

主菜となりうるもの 

商品名；さばの味噌煮、ホタテのうまになど（頒布用チラ

シ参照）1 パック 133 円                          

原材料；                           

産地； 中国で切り身は加工。調理は自社で行う。     

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

副菜となりうるもの 

商品名；                           

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

汁物となりうるもの 

商品名；                           

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         
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デザートとなりうるもの 

商品名；                           

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

②保有機械設備等につい

てお知らせください。 

 

 凍結乾燥機、乾燥機、スプレードライ、レトルト殺菌機、 

真空包装機、充填装置（ビン、パウチ、缶、ペット、紙パック

など） 

粉砕機 or 磨砕機、限外ろ過装置 

その他；煮る、蒸す、焼く、スモークなどの調理機器、成型気

（魚肉ハンバーグ）                            

③社内の商品開発体制に

ついてお知らせください。 

 

商品開発は主にどの部門が行っていますか？ 

試験室、開発室、研究室、その他 品質管理            

人数；  3 名 

 

商品の一般栄養成分の分析は、自社で可能ですか？ 

可能  不可能   分析依頼             

④商流について（問屋、小

売店、直販など） 

 

 商品の販売は、どのようなルートで行っていますか？ 

・頒布販売（ベルーナ、グルメ友の会） 

・イオンレディーミール 

・直販（ネット）、カタログ販売、生協指定ベンダー 

 その場合、現在課題となっていることはありますか？ 

イオンなど大手との付き合い方。製造管理が厳しい上に、納価

要求も厳しい。 

⑤事業説明を聞いてのご

意見、ご感想、ご要望 

 

アク抜きした食材を使用して他の食材と合わせて調理したほう

が味が良い。アク抜き食材が入手できれば生産効率が上がる。 

コラーゲンたっぷりのすしを作ってほしいとの要望が他企業か

らある。 

⑥その他、課題やご要望等 連携の場を作ってほしい。それにより、情報を得たり、新しい

発想をもらいたい。 
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企業名 水産加工会社 B（八戸市） 業種 食品製造業、卸、

小売 

主要取扱商品 水産加工食品 

①現在の取扱商品につい

て教えてください。 

（会社案内、商品カタログ

など） 

調理済み加工食品の   有    無 

メモ；商品の栄養表示は、日本食品標準成分表をもとに計算値

で行っている。練り製品は、海外からのすけそうたら                                                          

                                 

その中で、 

主食となりうるもの 

商品名；お魚混ぜご飯の素 3 合分 500 円 直販         

原材料；                              

産地；県産、国産に限定                     

栄養表示の有無；無し                     

賞味期限等；                         

 

主菜となりうるもの 

商品名；漬けさばなど（商品パンフレット参照）          

原材料；                             

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         

 

副菜となりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                              

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                          

 

汁物となりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                             

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         
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デザートとなりうるもの 

商品名；                             

原材料；                             

産地；                              

栄養表示の有無；                        

賞味期限等；                         

 

②保有機械設備等につい

てお知らせください。 

 

 凍結乾燥機、乾燥機、スプレードライ、レトルト殺菌機、 

真空包装機、充填装置（ビン、パウチ、缶、ペット、紙パック

など） 

粉砕機 or 磨砕機、限外ろ過装置 

その他；トンネルフリーザー                                             

③社内の商品開発体制に

ついてお知らせください。 

 

商品開発は主にどの部門が行っていますか？ 

試験室、開発室、研究室、その他 品質管理           

人数；開発 4 名、品質管理５名 

 

商品の一般栄養成分の分析は、自社で可能ですか？ 

可能  不可能   分析依頼 冷凍食品協会（仙台）       

計算値により栄養成分を計算している。自社での分析は、限定

的で全ての栄養成分に対応できていない。 

④商流について（問屋、小

売店、直販など） 

 

 商品の販売は、どのようなルートで行っていますか？ 

直販、スーパーなど 

 その場合、現在課題となっていることはありますか？ 

競合が多い 

⑤事業説明を聞いてのご

意見、ご感想、ご要望 

 

水産製品など、今後自社分析して栄養成分を把握し、強調表示

ができるものなどを把握後、相談したい。 

玉子不使用練製品について強調表示ができるか？ 

⑥その他、課題やご要望等 商品づくりで相談ができるものなのか？ 
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企業名 食品加工会社（田舎館村） 業種 食品製造業 

主要取扱商品 ハーブティー、フリーズドライりんごやフルーツ 

①現在の取扱商品につい

て教えてください。 

（会社案内、商品カタログ

など） 

調理済み加工食品の   有    無 

メモ；独自のフリーズドライ技術を活用した風味の良いフリー

ズドライ製品を販売。 

その中で、 

主食となりうるもの 

商品名；                       

原材料；                       

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

主菜となりうるもの 

商品名；                       

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

副菜となりうるもの 

商品名；                           

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

汁物となりうるもの 

商品名；                           

原材料；                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

デザートとなりうるもの 

商品名；フリーズドライフルーツ入りチョコレート、ハー
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ブティ、フリーズドライフルーツ      

原材料；青森県内栽培フルーツ、自社生産ハーブ                           

産地；                            

栄養表示の有無；                       

賞味期限等；                         

 

②保有機械設備等につい

てお知らせください。 

 

 凍結乾燥機、乾燥機、スプレードライ、レトルト殺菌機、真

空包装機、充填装置（ビン、パウチ、缶、ペット、紙パック

など） 

粉砕機 or 磨砕機、限外ろ過装置 

その他；包装機                         

 

③社内の商品開発体制に

ついてお知らせください。 

 

商品開発は主にどの部門が行っていますか？ 

試験室、開発室、研究室、その他               

人数； ２ 名 

商品の一般栄養成分の分析は、自社で可能ですか？ 

可能  不可能   分析依頼             

他の企業とコラボレーションして商品開発を行っている。 

④商流について（問屋、小

売店、直販など） 

 

 商品の販売は、どのようなルートで行っていますか？ 

 自社販売など独自ルート 

 その場合、現在課題となっていることはありますか？ 

  

⑤事業説明を聞いてのご

意見、ご感想、ご要望 

特になし 

 

⑥その他、課題やご要望等 特になし 
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8.解析結果 

＜特別用途食品を開発するための青森県内企業側から見た課題＞ 

現在、県内企業で特別用途食品として許可・販売している食品がある企業は無い。 

これから「特別用途食品」を開発・商品化するにはどのような課題があるのかを考

察する。 

 

・全体的に「特別用途食品」に興味がある企業は半数以上だが、まず認知度の低さ

が目立つ。県内企業における「厚生労働省特別用途食品」の認知度は、「よく知

っている」と答えたのが 15%であり、「聞いたことがある」企業については、「特

別用途食品」の内容まで把握していないのが多数と思われる。本結果から県内の

企業の 8割以上は特別用途食品についてよくわかっていないため、認知度の向上

が必要である。Q6で、「特別用途食品」として申請可能と思われる食品があると

答えた企業は約 2割であったが、わからないと答えた企業も約 4割あり、「特別

用途食品」の詳細情報を提供することで、申請可能数の向上が期待できる。 

 

・Q2における県内企業の取扱商品調査から、多様な製品が販売されており、それ

ら製品を食事を構成する基本機能別に分類すると、主食（エネルギー源）、主菜

（蛋白質源）、副菜（ビタミン、ミネラル、食物繊維）、乳製品、調味料およびデ

ザートに分けることができる。それらを組合せることにより栄養バランスを考慮

した基本的な食事構成が可能であることがわかった。また、主食、主菜および副

菜に該当する多種類の製品が存在することから、それらの組み合わせにより、多

様な食事メニューが可能である。しかし、自社取扱商品に栄養成分を表記してい

るものが半数以下と少なく、自社製品の特徴を十分に把握しきれていない現状が

うかがえる。 

 

・取扱商品の中で、デザートとなるりんご加工品類、菓子類が多数存在する。本事

業による通院中患者に対する食事療法アンケート調査結果から、「菓子」の要求

が高いことが明らかになった。食事療法中とはいえ、「甘いものを食べたい」「間

食がしたい」という欲求を満足するデザートの開発は、患者ニーズに合致するも

のであり、特に、青森県産りんごをベースとしたデザート開発が有望であると考

えられる。 

 

・「特別用途食品」を製造・販売するときに課題が発生するだろうと考える企業が

多数。中でも、「制度や許認可に関すること」、「技術的課題に関すること」に対

して課題が発生するだろうという企業が多い。そのため、許認可制度に対する講

習会の定期的な開催や、技術的課題の明確化を行い、必要に応じてコンソーシア
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ムを形成し、技術開発や技術供与を行うなど、課題への対応策を検討しておく必

要がある。 

 

・県内企業の扱っている商品で、栄養成分を表記していない企業が多数を占める。

アンケート調査より、ユーザーは栄養成分やカロリーなどできる限りの情報提供

を求めていることから、企業と栄養士会などの専門機関との間で、機能や栄養評

価、糖尿病患者のニーズなど、情報取得のための連携をとることの必要性、ユー

ザーが重要視する情報を基に表記を促すとともに改良を進める。 

 

・取扱商品においては、りんごや魚介類などを取り扱う企業が見られる。これら地

場産品は、健康増進に活かせると考えられる。「特別用途食品」を開発するにあ

たり青森県産品を大いに活用し、ターゲットユーザーに応じた PRを的確に行う

ことで、県内や近県のみに留まらず、全国に青森県ブランド商品を展開させてい

くことは、中小企業としての活路となる可能性が高い。しかし、既存販売ルート

では、高付加価値を如何に利益率の向上に寄与させるかが課題である。 

 

＜企業ヒアリング調査結果の考察＞ 

アンケート調査結果から、青森県内企業において、主食、主菜および副菜に該当

する多種類の製品を製造していることがわかった。アンケート調査に協力いただい

た企業の中から、本事業における「特別用途食品」となりうる加工食品を生産して

いる企業、または、種々の包装機械を所有する企業を選び、各企業に個別に訪問し

てヒアリング調査を行った。その結果をまとめ、今後の取り組み方を考察する。 

 

・本事業では、青森県産食材を活用することで、安全・安心な特別用途食品を提案

するものであるが、青森県（国内）産材料の使用に関する貴重な意見を聞くこと

ができた。それは、「日本の食料自給率、農業従事者の高齢化や後継者問題、日

本人の食生活の多様化などの諸要因を考えると、大量生産となった場合には青森

県（国内）産材料だけで需要に対応することが不可能である。また、中国産食材

の相次ぐ安全性問題の発生で、国内産回帰の傾向が見られるものの長続きすると

は考えられない」というものである。この意見は、一時期に大量の原材料を調達

する必要がある場合には重要な問題提起である。しかし、他のヒアリングした企

業の中には、中国での委託加工を国内に変更した企業や国産水産物の使用を特徴

とした商品販売を行っているところもある。厚生労働省許可の「特別用途食品」

の開発にあたっては、販売量が極端に大量となることもなく、また、青森県産材

料を使用することで商品に付加価値をつけるためにも、青森県（国内）産の使用

を推進することが望ましいと考えられる。 
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・こんにゃく製造・販売会社（青森市）は、青森県産こんにゃく粉を使ったこんに

ゃくを製造・販売している。こんにゃくは、ノンカロリー素材であり、本事業で

想定している低カロリー食品の開発に利用可能であると考えられる。この企業は、

こんにゃくラーメン、マカロニこんにゃく、つぶこんにゃくなどのユニークな形

状のこんにゃく製品を他県企業と共同開発している。惣菜製造会社との連携によ

り、これらこんにゃく素材を利用した多種多様な低カロリー調理済み食品の開発

が可能であると考えられる。 

 

・水産加工会社Ａ（八戸市）は、大手通販会社との提携企画において頒布会用に

120種類の調理済みパック入り食品を製造していた。メニュー例としては、さば

の味噌煮、ホタテのうまに、などがある。１パック 133円で販売しているため、

利益としてはほとんどない現状にある。しかし、調理済み加工食品を製造するノ

ウハウを有しており、こんにゃく製造・販売会社（青森市）のもつこんにゃく素

材を使用した低カロリー加工食品の開発は容易であると推察される。ユーザーが

望む１食あたりの価格帯は、本事業による調査結果から 700～800円と推察され

た。直販ルートで販売すると仮定すると、製造原価に 350～400円を使用するこ

とができる。従って、主菜１パックに対して 200～250円製造原価をかけること

ができ、充実したメニュー内容で、しかも、十分な利益の確保も可能であると考

察できる。 

 

・県内企業の持つ製造設備、技術、ノウハウ、などを相互に持ち寄って、新たな加

工食品の開発が可能であると思われる。上述した水産加工会社Ａ（八戸市）とこ

んにゃく製造・販売会社（青森市）の連携の可能性が一つの事例である。その他

に、今回のヒアリング調査で明らかになったこととして、食品加工会社（平川市）

はアク抜きした山菜等の水煮食材を業務用として販売している。一方、水産加工

会社Ａ（八戸市）は、調理済み加工食品の製造に際して、製造コストの問題から

野菜類をアク抜きせずに使用しているが、アク抜き食材の方が味的に優れている

ことを認識しており、アク抜き食材の入手先を捜している。水産加工会社Ａ（八

戸市）が望む食材は、食品加工会社（平川市）から調達可能であったということ

である。この例は、企業間の交流の場の必要性を示す事例である。ヒアリングし

た企業の中で２社から、企業間連携を目的とした研究会等の立ち上げの要望があ

った。また、他の１社は、複数の企業が参加している青森県産原料を使用した商

品づくりを推進する「県産農産物の加工を考える会」をすでに設立・活動してい

る。今後、産学官が連携して、特別用途食品等の加工食品に関する情報交換を目

的とした「場づくり」が必要であると考えられる。 

 

・商流については、従来通り、問屋や商社を通した流通、大手小売店との直接取引
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が主流である。また、直販比率を上げる努力もしており、ネット販売やダイレク

トメール（カタログ販売）が行われている。一方で、ネット管理者の雇用にかか

る経費や楽天市場などへの出店料を勘案すると、１社でネット販売を行っても、

赤字になるためネット販売会社（弘前市）に委託しているとの意見もあった。 

 

・ネット販売会社（弘前市）に対して、本事業において想定している糖尿病者用組

合せ食品をモデルとした販売方法についてヒアリングした。その結果、ネット販

売会社が核となった以下の方法で販売・管理が可能であった。①１食の献立に必

要な主菜や副菜を、それぞれ製造している各企業とネット販売会社が連携体制を

とる。②組合せ食品を１週間や 10日分の単位で受注する。③１食の献立に必要

な主菜や副菜を組み合わせ、受注した食数分の商品を発送する。④ネット会社が

代金回収する。 
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9.資料                        

■調査内容                          

1．御社の業種をお知らせください(複数回答可) 

 ・食品製造 ・食品卸 ・食品小売 ・その他 

  

2．御社の主要な取扱商品を教えてください(自由記入) 

 

3．「厚生労働省特別用途食品」を知っていますか？ 

 ・よく知っている ・聞いたことがある ・はじめて聞いた 

 

4．御社に「特別用途食品」として許可・販売している食品はありますか？ 

 ・ある(商品名)  ・許可申請中若しくは検討中である  ・ない     

 

5．御社で「特別用途食品」を製造・販売することに関して興味をお持ちですか？ 

 ・非常に興味がある・まあまあ興味がある・あまり興味がない・まったく興味が

ない 

 

6．御社に「特別用途食品」として申請可能と思われる食品はありますか？ 

 ・ある(商品名)  ・わからない   ・ない 

 

7．御社の商品には、栄養成分表が表記されていますか？ 

 ・表記している(8にお答えください) 

 ・表記しているものとしていないものがある(9にお答えください) 

 ・表記していない(9にお答えください) 

 

8．栄養成分表記のための分析は、どのようにされていますか？ 

 ・自社分析  ・委託分析  ・その他 

 

9．「特別用途食品」を御社が製造・販売するときにどのような課題が発生すると思

いますか？ 

 ・経費に関すること  ・技術的課題に関すること ・販売ルートに関すること 

 ・制度や許認可に関すること ・人材に関すること   ・その他 

 

10．御社をご訪問して、「特別用途食品」に関するご説明や御社の現在取り扱って

いる商品についてヒアリング調査を行うことは可能でしょうか？ 

 ・可能である        ・興味がないのでお断りする 
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Ⅴ. 厚生労働省特別用途食品販促･販路開拓の課題と方向性 

 

1.調査背景 

本調査は「平成 20 年度医療・健康福祉関連産業ビジネスモデル構築事業」を

進めるにあたり、先行企業の販促ルートと販売方法を調査し、研究開発成果事業

化後のアウトプットにおいて本ビジネスモデルの目的と合致する先行企業をピ

ックアップするとともに、価格設定について検討を行う資料として調査を行った。 

 

2.調査対象 

厚生労働省特別用途食品を製造・販売する企業 11社 

 

3.調査方法 

インターネットならびにカタログ取り寄せによる調査 
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4.調査結果 
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5.解析結果 

厚生労働省特別用途食品表示許可は、平成 20 年 11 月 30 日現在 509 件であり、

うち糖尿病食調製用組み合わせ食品は 226 件と、全体の 44%を占めている(財団法

人日本健康・栄養食品協会調べ)。今回調査を行った企業のほとんどが、電話とイ

ンターネットでの販売が主であり、1 食あたりの平均価格設定は 1、000 円となっ

ており、平均的な 1 食あたりコストと比較した場合、1.5～2 倍の価格設定がなさ

れている。ユーザー調査によると、低カロリー化により許容可能な追加コストは

500 円以下が 65%を占めており、上限コストを上回る価格設定がなされていると考

えられる。そのため、価格設定帯としては 1食あたり 700～800円(配送コスト含ま

ず)がユーザーの望む価格帯と思われる。配送コストを加えた場合、青森県内企業

においては距離的な問題が大きいことから、全国展開を視野に入れる場合、インタ

ーネット販売あるいは通販形態においては、1ヶ月セットなどの組み合わせセット

として、遠距離配送に対応するなどコスト低減が必要である。一方、患者ユーザー

が求める食事療法を行う上でほしいものの 1位は、菓子・デザート類が占めており、

特に特別用途食品として望むものの 46%が菓子・デザート類である。しかしながら、

インターネットを通じた調査では許認可に該当する菓子・デザート類は販売されて

おらず、ニーズとのミスマッチ、あるいは表記法におけるミスマッチがあるものと

考えられる。よって、これらの商品についてもユーザーニーズにあった提供が求め

られる。 
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Ⅵ． 厚生労働省特別用途食品事業化に向けた産学連携の方向性 

 

1. 厚生労働省特別用途食品の概要と事業化への展望 

「特別用途食品」とは、乳児、幼児、妊産婦、病者などの発育、健康の保持・

回復などに適するという特別の用途について表示するものであり、販売する際

にはその表示について国の許可を受ける必要がある。 

  その種類には、 

  ・病者用食品 

  ・妊産婦・授乳婦用粉乳 

  ・乳児用調製粉乳 

  ・高齢者用食品 

  があり、その中で本事業の主たるターゲットとする「病者用食品」については、

項目ごとの許可基準がある「許可基準型」、許可基準がなく個別に評価を行う「個

別評価型」に分類される。また、食品の種類から分類すると単一食品（しょうゆ、

ジャム等）および組合せ食品（複数の食品をセットにしたもの）があり、「許可

基準型」病者用食品の試験項目は以下のようになる。 

 【病者用単一食品】 

  ①低ナトリウム食品：ナトリウム、カリウム、塩素、塩化ナトリウム 

  ②低カロリー食品：熱量 

  ③低たんぱく食品：たんぱく質、ナトリウム、カリウム、プロテインスコア 

  ④（１）低たんぱく質高カロリー食品：熱量、たんぱく質、ナトリウム、 

カリウム、プロテインスコア 

  ④（２）無たんぱく質高カロリー食品：熱量、たんぱく質、ナトリウム、 

カリウム 

  ⑤高たんぱく質食品：たんぱく質、ナトリウム、カリウムプロテインスコア 

  ⑥アレルゲン除去食品：除去アレルゲン 

  ⑦無乳糖食品：乳糖、ガラクトース 

 

 【病者用組合せ食品】 

  ①減塩食調製用組合せ食品：熱量、たんぱく質、ナトリウム、塩化ナトリウム 

  ②糖尿病食調製用組合せ食品：熱量、たんぱく質、脂質、糖質、食物繊維 

  ③肝臓病食調製用組合せ食品：熱量、たんぱく質、ナトリウム、 

塩化ナトリウム 

  ④成人肥満症食調製用組合せ食品：熱量、たんぱく質、脂質、 

炭水化物（または糖質、食物繊維） 
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上記から、「特別用途食品」は「特定保健用食品」（注：個別評価型をとり、食品

の安全性および健康に有用な機能性などのレベルの高いデータを要求される）と異

なり、試験項目が少数かつ簡便であるため、本県中小企業等においてもその取得に

ついては、比較的容易であり、障壁は低いと考えている。しかし、青森ブランド化

を見据える場合、食品としての相応のラインナップ数が必要であり、県内素材の確

保から加工･製造、販促までを一貫して行う体制を構築することが可能であるか、

さらには、医学的・科学的な根拠までを担保できる体制を構築することが可能であ

るか、また地域主体の取組として展開可能であるかについて検討を行う必要がある。 

 

2. 厚生労働省特別用途食品開発上の課題 

本ビジネスが現段階でターゲットとするのは、当該患者の食事療法に加え、プレ

糖尿病患者やメタボリックシンドローム対象者の食事療法であるため、従来の特定

保健用食品との併用となる。そのため、新たなビジネス領域として市場を顕在化さ

せることができる。 

糖尿病食を販売する大手食品会社『ニチレイ』では、1 食あたり約 1,000 円の価

格帯で販売を行っているが、糖尿病患者が常に購入可能な価格帯に販売価格が設定

されてはいないことが本事業により明らかになっている。目指すのは日常の食事に

おいて日々利用し続けることが可能な食品ラインナップであることから、価格帯と

しては 1食あたり 700～800円程度と従来食品に比較して購入しやすい価格帯を検

討する。また、今回の調査において、購入したい加工食品として「デザート品」、

「菓子類」等間食に使われるもの、さらには「調味料」に対するニーズが高いこと

が明らかになった。主食以外の食品についても低価格を目指すことにより、需要の

増大が見込まれる。 

さて、「Ⅳ 青森県内企業における厚生労働省特別用途食品シーズ」調査から、

「特別用途食品」の製造・販売時に想定される課題として、 

①制度や許認可に関すること（２８％） 

②技術的課題に関すること（２６％） 

③経費に関すること（１７％） 

④販売ルートに関すること（１４％） 

⑤人材に関すること（５％） 

という結果になっている。 

上記の課題項目については、あらかじめ選択回答用として列記した項目ではある

が、⑤人材に関すること以外は２８～１４％と高い数字になっている。このことは

産学官連携による新事業創出スキームを考えた場合、各ステージにまたがる幅広い

支援の必要性があると解釈できる。 

3. 厚生労働省特別用途食品開発における産学官連携 

青森県においては、食品素材は豊富であるものの、最終的なアウトプットとなる
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加工食品や調理済み食品が少なく、食品産業におけるブランド化と高付加価値化が

求められている。高付加価値化を目指すには、「特定保健用食品」などの許可･認定

を受けることが有効であるが、多額の研究コストや医学的な根拠の収集が必要であ

るために、一般的な中小企業にとっては大きな壁となる。本事業は、産学官連携に

よる青森県発の特定領域における食の産業化という地域活性化の視点からも社会

的な意義は大きい。最終的には本県の食品産業関連企業が各々の既存製品を如何に

「厚生労働省特別用途食品」として応用化し、参入するかということを視野に入れ

ている。 

 青森県では、「あおもりウェルネスランド構想」を推進している。企業や大学・

試験研究機関などの技術シーズや青森県が有する豊かな自然・食材などの多様な地

域資源を活用した医療・健康福祉分野における新しい産業分野を目指している。産

学官連携を推進するための重要な役割を受持つのは「官」であり、国レベルでの戦

略をたて、実行する旗振りをするのが中央省庁の役目としたら、地域の特性・資源

を理解し、地域独自の戦略をたて、実行に向けた施策を展開するのは県に代表され

る地方自治体である。上記構想中、戦略プロジェクト３として「健康食品開発プロ

ジェクト」を掲げ、 

研究開発の促進 

 ・地場産品の有効成分を効率的に取り出し活用する研究の促進 

 ・地場産品が持つ効能を実証する研究の促進 

県産健康食品開発の促進 

 ・疾病予防に対する需要の顕在化に対応した製品づくりの促進 

 ・エビデンスを明確にした製品づくりの促進 

を重要事業項目としている。 

 各事業項目を推進するため、戦略的かつ継続的な支援をおこなっているところで

ある。また、重層的な支援事業として、「都市エリア産学官連携促進事業（一般型：

弘前エリア）」、「グローカル産業創出・集積支援プロジェクト事業」等を展開する

ととともに、産学官金連携事業にも積極的な施策を打ち出してきている。 

これに加え、財団法人２１あおもり産業総合支援センターでは、県内企業等の相談

窓口として認知されており、常駐するコーディネーター等により、製造、研究開発、

販売等幅広い支援が受けられる体制が整いつつある。 

 弘前大学は、大学院医学研究科、大学院保健学研究科、農学生命科学部等に所属

するライフサイエンス系研究者３５０名以上を有する。りんご、ナガイモ、カシス、

ツルアラメ等地場産品の機能性の顕在化、各種科学的・医学的データの取得と提供、

地域住民の健康増進活動に関する積極的関与について確かな実績があり、産学官連

携・地域連携活動においても高い評価を得ている。また、地域共同研究センターと

弘前市と共同で事務局を担当する「ひろさき産学官連携フォーラム」においては、

講演会の開催、情報提供事業に加えて、産学官のメンバーからなる各種研究会の活
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動が活発に行われている。その中で、例えば「プロテオグリカン応用研究会」はサ

ケ鼻軟骨に含まれる糖タンパクである「プロテオグリカン」を世界で初めて高精度

で抽出した技術を核に、その機能性研究、食品・化粧品等への展開を目指す「都市

エリア産学官連携事業（一般型：弘前エリア）」参画企業を中心とした研究会であ

り、研究会開催のオープンセミナーでは、健康食品の開発等に興味をもつ企業等、

研究者等が出席し、健康食品に関連する制度、地場産品の機能性等について勉強す

る機会を提供している。 

 また、地域共同研究センターでは将来構想のひとつに、地場産品等の機能性研究

を集中的に実施する体制整備を考えている。単に研究にとどまらず、産学官連携の

地域拠点としての機能をもたせる。機能性研究、医学的・科学的データの取得・解

析、商品開発、ベンチャー企業の創出、マーケティング支援機能等々、本県のもつ

人的・物的・知的資源を集約し、その発展型としては、家庭、小中学校、病院等と

連携する「食育」、研究者、生産者、企業等と連携する「バイオマス」等、地域主

体の取組拠点となるべく準備を進めている。 

 これら青森県等と大学等試験研究機関の取組を複層的に推進することにより、上

記課題は払拭する方向へ向かうと考えている。 

 さて、産業振興の主役となる「産」については、今回の調査で非常にポテンシャ

ルの高さを感じとることができた。ヒアリング希望のあった企業全てを訪問するこ

とはできなかったことが残念であるが、「Ⅳ．青森県内企業における厚生労働省特

別用途食品シーズ」にあるデータに加え、各企業のもつ技術と意欲の強さを感じる

ことができた。今後、本事業を契機として関係企業間の日常的な交流が深まる仕組

みを作っていくことが重要であると考えている。そこから生起する課題については

「官」「学」が迅速に対応・支援する体制を整備する。上述のフォーラムにおける

既存研究会、新規研究会の立上げ等可能性は高い。 

 本事業において、複数の企業からなる会の立上げについて説明を受けた。仮称「青

森県農産品加工共同組合（県産農産物の加工を考える会）」である。その事業は 

１）農業者と食品加工業者の出会いの場と商品開発についての検討 

２）「仮」青森育ちシリーズ」の共同販売 

３）健康食品の開発 

を柱とする。 

 意識の高い企業等の取組を重点的に支援していくのが、産学官連携による産業活

性化の近道と考えている。すなわちマーケット・ドリブン型（ニーズ・プル型）で

ある。今後の展開に大いに期待したいところである。 

  

4. 厚生労働省特別用途食品開発における商品評価体系 

 商品化のコンセプトとしては、 

①１００％青森県産素材使用 
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②青森県の四季を味わえる商品ラインナップ 

③おいしい！見た目も良い！「病者用特別用途食品」 

④市販品以上の「低カロリー」「高品質化」 

⑤医療現場で実証し、推薦できる「病者用特別用途食品」 

と考えている。 

「おいしさ」「見た目」については、一般ユーザーおよび患者ユーザーを対象

にした官能試験等による商品評価が可能である。「低カロリー」、「高品質化」

については、大学等試験研究機関において、科学的データを取得し評価を行うこ

とによって明らかになる。医療現場での実証についても、基本的には医学的デー

タを取得することになるが、例えば弘前大学が地域連携事業として行っている、

健康増進事業に組込みことにより、地域を巻きこんだ取組へと昇華させることも

可能であろう。 
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Ⅶ. 青森ブランド厚生労働省特別用途食品ビジネスモデル総括 

 

1. 事業概要 

近年、糖尿病患者やその予備軍となるメタボリックシンドローム対象者が増加傾

向にある。特に本県は脳血管疾患や糖尿病などの罹患率が高く、食生活の抜本的な

改善が必要な状況にあると共に、軽度に分類された患者においては、食生活の改善

を主体とした食事療法で病状の進行をくい止めることが必要であるが、初心者が食

事療法を行うための専用食品の開発は遅れており、新たな食品開発が求められてい

る。一方、近年、中国産食品を中心として輸入食品の安全性が問われており、トレ

ーサビリティーが確実な国産食品について安全性の高さが再認識されるに至って

いる。 

そこで本事業では、特に糖尿病をターゲットとして、安全性の高い青森県産ブラ

ンド品による厚生労働省特別用途食品の産学連携による開発に関わる調査として、 

1.青森県内医療機関通院患者に対するマーケット調査と解析  

2.全国ニーズ調査と解析 

2.県内食品関連中小企業における『厚生労働省特別用途食品』開発のシーズ調査と解析 

3.『厚生労働省特別用途食品』の地域ブランド化と販促・販路開拓についての調査 

4.『厚生労働省特別用途食品』事業化に向けた産学連携によるビジネス構築に関する検討 

を行い、『厚生労働省特別用途食品』分野での青森発の新地域ブランドの創出

としてのビジネスモデルを検討した(資料 1)。 

 

資料 1 青森県産品を活用した厚生労働省特別用途食品のビジネスモデルイメージ 
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2. 市場規模及び市場構造 

本市場については、株式会社富士経済 2007 医療用医薬品データブック 

No.4(図 2)において、糖尿病治療剤だけで 2015年には 4,900億円にまで市場が

拡大することが推定されている。また、特定保健用食品の市場については 2007

年で 6,800 億円にまで増加しており、血糖関連食品は 210 億円、中性脂肪・体

脂肪関連が 1,606 億円となっている。現在はその大部分が大手メーカーによっ

て占められており、中小企業参入においてはハードルが高い。 

一方、特別用途食品においては、厚生労働省許可は 509 品目にすぎないもの

の、うち糖尿病関連は 226 品目と、大手メーカーの市場参入度は低い。特別用

途食品の市場規模については 2007年度厚生労働省資料によると約 300億円とな

っており、うち糖尿病関連が 21 億円を占めている(以下資料 2～3)。現在、患

者数は年々増加しており、糖尿病関連学会において定義づけ変更の検討がなさ

れ、潜在的な患者数や予備軍を加えると 2～3倍の対象者が見込まれる。よって、

予防医学からの面までを加えると、本市場は今後大きく拡大することが期待さ

れる分野であるといえる。 

 

 

※ 2007年度厚生労働省「特別用途食品の市場規模推計」資料より抜粋 
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事業コンセプト

青森県ブランド素材１００％のバラエティに富んだ安全・安心な『厚生労働

省特別用途食品』のビジネス展開である。これによって、安全性の高い素材の

提供だけでなく、医療用途としての価値を新たなブランド価値として付加し、

ビジネスモデルとして確立する。

ターゲットおよび地域性

本事業のターゲットとするユーザーは『糖尿病患者』、『メタボリックシンド

ローム』、『 ～ 代女性』である。これらのターゲットユーザーに共通なのは

『カロリーコントロール』と『栄養成分コントロール』である。資料 に厚生

労働省「 年国民健康・栄養調査」による糖尿病予備群・有病者の状況（

歳以上）を示す。糖尿病について、 年調査では 人のデータから、該

当する人の推計値が出されている。 年調査では、 歳から 歳の中高年

男性の ％、女性の ％が糖尿病有病者か予備群と推定されている。

糖尿病有病者と予備群をあわせた割合は 年調査では男性 ％、女性

％、 年調査では男性 ％、女性 ％だった。年を経るごとに増

加している。県別では徳島県を筆頭に、 位鹿児島県 人）、 位福島県

人）、 位鳥取県 人）、 位青森県 人 がワースト５であったが、

年度統計では青森県が 位となり、 位富山県、 位秋田県となり、人口あたり

で換算した場合、最もターゲットユーザーが多く、マーケットとしても拡大傾

向にある。

 

厚生労働省「 年国民健康・栄養調査」（ 年速報を
 

資料 4 厚生労働省「2005 年国民健康・栄養調査」（2006 年速報を含む）より 
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5. 優位性 

 現在、本分野においては他県での類似取り組み事例としては海洋深層水を用

いた富山県の事例があるが、他地域のブランド化は単一の素材を利用したライ

ンナップとなっている。しかしながら、青森県内産業の特徴は多種多様な農産

物と水産物を保有することにあり、豊富な資源を如何に有用に活用するかにあ

る。また単一素材でのブランド化は一事業にとどまるものの、本事業ではすべ

ての県内食品業がブランド化への協力・参入が可能であり、数多くの企業の参

加を見込める＝ユーザーニーズに応えた多彩なラインナップとなり、他県での

事業に比べ優位性を発揮可能である。 

 

6. 社会性 

本ビジネスモデルは、我が国の医療費削減問題を含めた医療問題に対し、食

の安全＋地域ブランドという新たな視点から取り組むものであり、社会的な意

義は大きい。加えて、産学連携による青森県発の特定領域における食の産業化

という地域おこしの視点からも社会的な意義は大きいと判断される。 

 

7. 想定する価格帯及び収益構造 

糖尿病食を販売する食品会社では、1 食あたり約 1,000 円の価格帯で販売を

行っているが、本調査結果より、糖尿病患者が常に購入可能な価格帯に販売価

格が設定されてはいないことが明らかとなった。 

ユーザー調査によると低カロリー化により許容可能な追加コストは 500 円以

下が 65%を占めており、上限コストを上回る価格設定がなされていると考えら

れる。そのため、価格設定帯としては 1 食あたり 700～800 円(配送コスト含ま

ず)がユーザーの望む価格帯と思われる。製造においては各企業とのヒアリング

調査により栄養成分の自社分析は難しいため外部委託せざるを得ないものの、

既存の製造機器を利用した糖尿病向けあるいは低カロリー食品商品開発は比較

的容易であり、医師及び管理栄養士の協力を得ることにより大手メーカーに匹

敵する商品ラインナップの確立の可能性は極めて高いことが判明した。特に八

戸地域においては水産加工を中心とした加工品だけでなく、独自の調味料も開

発されており、組み合わせ食品としてユーザーニーズに合った多彩さを提供す

ることも大いに期待できる。また、本事業でのヒアリング協力企業においては

積極的な事業化を推進する意識が非常に高く、今後のマッチングを通して、市

場参入することと、早期にコンソーシアム形成が望まれる。 

一方、本調査において一般食品に加え、菓子・デザート類に対するユーザー

ニーズが非常に高いことが明らかとなった。そのため、本市場においては従来

の食品だけでなく、これらの分野においての参入も期待でき、今後さらに調査

を加え、加工食品－菓子業とのマッチングも収益向上に有用であると考えられ
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る。

販売方法

アンケート調査の結果から、

広告媒体としては

青森県内･･･新聞、折り込み広告、口コミ

全国展開･･･インターネット、テレビ 、テレビ番組

が販促方法として有用であり、

販売方法としては

青森県内･･･ドラッグストア、通信販売 宅配含む 、健康食品販売コーナー

全国展開･･･ドラッグストア、インターネット、通信販売 宅配含む

が販売ルートとして有用であるという結果が得られた。

一方、ユーザーニーズとしてカロリー計算が難しいなどの課題も多いことか

ら、オプショナルサービスとして、専門家による指導やアドバイスなどを受け

られるサービスを同時に展開することが必要である。

また、企業ヒアリングにおいて、企業毎にこれらのルート開拓あるいは販売

サイトの立ち上げを行うことは、非効率的かつ売り上げにつながらないことを

指摘する企業があった。よって、販促においては、 法人化あるいは 法

人化 資料 を進め、事業提携を進めた上での が事業化上有用であろうと思

われる。

資料 ブランド化イメージと または 法人による協同事業化

    

糖尿病食地域ブランド

既存製品のブランド化

NPO又は有限責
任事業組合(ＬＬＰ)
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9. 事業化にあたっての課題 

本事業は、「厚生労働省特別用途食品をターゲットとした青森ブランド産学連携

ビジネスモデル」を構築することを目的としている。本ビジネスモデル事業の調

査・研究の途中において、特別用途食品制度の改正が行われ、新制度が平成 21 年

4月 1日から施行されることになった。そこで、本項では、新制度の概要を記述す

るとともに、新制度に則した本事業の推進のあり方について考察する。なお、特別

用途食品のうち、特定保健用食品（トクホ）は、平成 17 年 2 月に改正が行われた

ため、今回の改正による変更はなかった。 

 

＜特別用途食品（トクホを除く）の改正内容＞ 

特別用途食品制度の対象とする食品の範囲について、以下のような見直しが行わ

れた。 

（１）総合栄養食品（いわゆる濃厚流動食）を病者用食品の一類型として位置付け 

・専ら病者に適用されるものであり、在宅療養も含め病者の栄養管理に適する

ものであるため、厳密な管理が必要である。 

（２）病者用単一食品と栄養強調表示との関係を整理 

・高たんぱく質、低カロリー、低ナトリウムについては、栄養強調表示が代替

的役割を果たすことから特別用途商品の評価対象から除外した。 

（３）病者用組合わせ食品を宅配食品栄養指針による管理に統合 

・在宅療養の支援には、宅配病者用食品の適正利用の推進が適切であり、病者

用食品についても宅配食品栄養指針に基づき栄養管理を図るべきである。 

（４）高齢者用食品の見直し 

・単なるそしゃく困難者用食品を許可の対象から外すとともに、高齢者用食品

という名称をえん下困難者用食品に変更した。 

 

なお、妊産婦、授乳婦用粉乳については、粉乳以外にも様々な栄養源が利用可能

であることから、許可の対象とする必要性が相対的に低下したため、評価対象から

除外された。 

 

＜新制度に則した本事業の推進について＞ 

本ビジネスモデル構築事業おいては、糖尿病をターゲットとして、安全性の高い

青森県産ブランド品による厚生労働省特別用途食品の産学連携による開発を想定

して調査・研究を行った。特に、特別用途食品の中で許可要件が比較的容易である

病者用単一食品「低カロリー食品」および病者用組合わせ食品「糖尿病食調製用組

合わせ食品」と「成人肥満症食調製用組合わせ食品」を当初の目標として開発の可

能性を調査とした。今回の新制度の移行により、「低カロリー食品」は栄養強調表
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示で代替し、「病者用組合わせ食品」は４月より新たに運用される「食事療法用宅

配食品等栄養指針」に基づき栄養管理されるべきとされた。 

当初目標食品である「低カロリー食品」、「糖尿病食調製用組合わせ食品」およ

び「成人肥満症食調製用組合わせ食品」が厚生労働省許可対象食品群から外れたこ

とから、「特別の用途表示」と「許可マーク」を表示した青森ブランド食品の開発・

販売するという戦略の変更が必要となった。しかし、「青森県産品をベースとして

使用した糖尿病者等用の食品を開発・販売する」とした基本戦略に変更はない。す

なわち、健康増進法に基づく栄養強調表示や「食事療法用宅配食品等栄養指針」に

基づく糖尿病者等用食品の宅配販売を中核とすることで、本ビジネスモデル事業の

本質に変更はない。特に「食事療法用宅配食品等栄養指針」に基づくと、管理栄養

士等を栄養管理責任者とする栄養管理体制、主治医との連携、情報の提供を強化す

ることが謳われており、製造・販売を行う事業主（産）、栄養指導、医学的実証評

価および医療情報の提供を行う（学）と（官）、制度運営の助言を行う（官）の連

携強化がますます重要となってきた。 

 

＊ 特別用途食品制度のあり方に関する検討会報告書から引用 

 

【参考】食事療法用宅配食品等栄養指針（案） 

食事療法用宅配食品等栄養指針 
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１ 目的 

本指針は、糖尿病や腎臓病等の食事療法に用いられる宅配食品等の適正な製造・

販売方法等を定めて、事業者に対する指導指針とすることにより、当該食品が医学

的・栄養学的に適正に提供されることを目的とする。 

 

２ 適用の範囲 

(１) 本指針が対象とする食事療法に用いられる宅配食品等は、次の食品とする。 

ア 糖尿病や腎臓病等の食事療法用として日々の献立に基づき宅配される食品 

イ 複数の食品を１日又は１回分を単位として在宅における糖尿病や腎臓病等

の食事療法用として組み合わせた食品 

(２) 本指針が対象とする事業者は、次のものとする。 

ア 食事療法用宅配食品について利用者に献立表及び食材料を提供する事業者 

イ 食事療法用宅配食品について利用者に献立表及び調理済食品を提供する事

業者 

ウ ア又はイの事業者に献立を提供する事業者 

エ 複数の食品を１日又は１回分を単位として在宅向け食事療法用として組み

合わせた食品を提供する事業者 

 

３ 栄養基準 

(１) 事業者は、適正な献立作成のため、１日の栄養基準を定めておくこと。ま

た、１日に２食又は１食のみの提供を行う場合は、１日の栄養基準を定め、

それぞれの栄養量がその栄養基準のほぼ３分の２又は３分の１となること。 

(２) 栄養基準は、国内の関係学会等の食事療法を示すガイドライン等に基づい

たものであること。 

 

４ 献立の作成 

食事療法用宅配食品等の献立は、以下の条件を満たしていること。 

(１) ３の栄養基準に基づいて作成されていること。 

(２) 栄養基準とその献立の栄養量の差異は、次のとおりであること。 

ア 熱量栄養基準の±5％以内 

イ たんぱく質、脂質栄養基準の±10％以内 

ウ ナトリウム栄養基準以下 

エ その他の栄養素栄養基準以上 

ただし、ア、イについては、おおむね１週間の平均が栄養基準の値に等しくなる

ように配慮すること。 

また、制限の必要な成分は栄養基準の値以下とすること。 

(３) 食事療法が継続しやすいよう、変化に富んだ献立であること。 
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(４) 食品材料の種類は、次のとおりであること。 

ア １日30食品を目安にすること 

イ 特に制限のない場合は、野菜は350ｇ／日以上を、うち緑黄色野菜は100ｇ／

日以上を目安とすること 

(５) 作成した献立は、事業者において献立表として次の事項を記載し、保管す

ること。 

ア 献立名 

イ 材料名、数量（可食部）及び調理等が必要なものについてはその方法 

ウ 個々の利用者に応じた栄養量及び形態に合わせるための調整方法 

エ 熱量、たんぱく質、脂質、炭水化物、ナトリウム及びその他食事療法上重要

となる成分の量 

なお、前記の栄養素等については、食品成分表による栄養計算又は分析によ

って栄養量等を確認すること。 

また、レトルトパウチ等の調理済食品を他社から購入して使用する場合は、

当該食品の栄養成分表を取り寄せる等により栄養量等を確認すること。 

 

５ 食品材料等の計量 

(１) 食材料を提供する事業者は、献立に基づき個々の食品について廃棄量を考

慮して数量（可食部）を下回らない量を計量すること。 

(２) 調理済食品を提供する事業者は、献立に基づき正確に計量すること。 

 

６ 栄養管理体制 

(１) 栄養管理責任者の設置 

ア 事業者は、従事者のうちから管理栄養士等を栄養管理責任者として設置し、

この者を中心とする栄養管理体制を確立すること 

イ 栄養管理責任者は、栄養管理が適正に行われるように、利用者相談部門、献

立作成部門及び加工部門等の指導・監督を行うこと 

(２) 指導助言者の確保 

食事療法等について、必要に応じて適切な指導助言が受けられる医療機関又

は医師を確保しておくこと。 

(３) 各部門ごとの責任者等の設置 

ア 事業者は、その業務内容に応じて利用者相談部門、献立作成部門及び加工部

門等を設け、それぞれに責任者を配置すること 

イ 利用者相談部門においては、次の業務を行うこと 

① 利用者からの質問に対して適切に対応すること 

② 必要に応じアンケート調査を実施する等利用者のニーズを把握すること 
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７ 主治医との連携等 

(１) 利用予定者に対し、食事療法用宅配食品等の利用について主治医の事前了

解を得るよう依頼すること。 

(２) 必要に応じて主治医と連携を図ること。 

 

８ 情報提供 

(１) 利用者への情報提供 

利用者に献立表等を通じて次の事項を情報提供すること。 

ア 献立名 

イ 材料名、数量（可食部）及び調理等が必要なものについてはその方法 

ウ 個々の利用者に応じた栄養量及び形態に合わせるための調整方法 

エ 毎食及び１日の栄養素等の含量（熱量、たんぱく質、脂質、炭水化物、ナト

リウム、その他食事療法上重要となる成分の量） 

オ 食品や食事療法に関する質問等のための連絡・相談先 

カ １日に２食又は１食のみの提供を行う場合は、残りの食事で摂取すべき栄養

量とそれに適した食品例 

キ 取扱い上の注意事項 

(２) 容器包装等の表示事項 

ア 献立名を表示すること 

イ 病名や食事療法用食品である旨の表示を行わないこと 

(３) 広告を含むその他の表示 

ア 健康増進法（平成14年法律第103号）第26条第1項及び第29条第1項に基づく

病者用特別用途食品としての誤認を与えるような広告、その他の表示について

はしてはならないこと 

イ 健康増進法第32条の2で規制する虚偽又は誇大な広告はしてはならないこと 

 

９ 帳簿の整理 

事業者は、実施献立表、栄養出納表及び在庫管理表を整備しておくこと。 

 

10 その他 

(１) 食品衛生法（昭和22年法律第233号）、健康増進法その他の関係法令を遵

守すること。 

(２) 事業者は、当該食品が本指針に準じて提供されていることを定期的に外部

機関により確認する等、品質管理体制を確立することが望ましいこと。 

(３) 健康増進法第32条の2で規制する虚偽又は誇大な表示がされていないか、

必要に応じ、収去を行って確認する予定であること。 
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＜トクホ制度の活用について＞ 

今回の特別用途食品制度の改正において、トクホ制度の変更はなかった。トクホ

制度は、平成 17 年 2 月に見直しが行われており、「条件付き」および「規格基準

型」トクホの新設、並びに、「疾病リスク低減表示の容認」がなされた。特に、「規

格基準型」および「疾病リスク低減表示の容認」においては、基準を満たしていれ

ばヒト有効性試験を必要としない点で大幅な基準緩和といえる。トクホ製品の開発

においては、ヒト有効性試験に多額のコストがかかり、中小企業の参入を妨げてい

た原状があったが、今後、新設されたトクホをターゲットとした製品づくりが可能

となった。「疾病リスク低減表示型」の関与成分として葉酸とカルシウムがあり、

青森県産ホタテ貝カルシウムを活用したトクホ製品の開発が可能であると考えら

れる。 

平成 17年度の改正点は以下の通りである。 

 

■条件付き特定保健用食品制度の創設（平成 17 年２月１日施行） 

 特定保健用食品のうち、現行の特定保健用食品の許可の際に必要とされる科学的根拠のレベルに

は届かないけれども、一定の有効性が確認される食品については、限定的な科学的根拠である旨の

表示をすることを条件として許可対象とされることになりました。 

 
 

条件付き特定保健用食品の許可証票 

 

■特定保健用食品(規格基準型)の創設（平成 17 年２月１日施行） 

 特定保健用食品のうち、これまでの許可件数が多く科学的根拠が蓄積したもののうち、薬事・食

品衛生審議会（以下「審議会」という。）での個別審査を行わなくても許可できるものについては、

新たに規格基準を作成し、厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課新開発食品保健対策室にお

いて、規格基準に適合しているかどうかの審査のみを行い、許可等手続きの迅速化を図ることとさ

れました。この規格基準を満たすものとして許可等を受けたものを特定保健用食品（規格基準型）

といいます。 

■特定保健用食品（疾病リスク低減表示の容認）（平成 17 年２月１日施行） 

特定保健用食品において、「疾病リスクの低減に資する旨の表示」が認められることになりました。 

 許可される表示の内容は、、関与成分の摂取による疾病リスクの低減が医学的・栄養学的に認め

られ確立されているもののみとされています。 

 現在の科学的知見で、疾病リスクの低減が医学的・栄養学的に広く認められ確立されていると考
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えられるものとして、「若い女性のカルシウム摂取と将来の骨粗鬆症になるリスクの関係」と「女

性の葉酸摂取と神経閉鎖障害を持つ子どもが生まれるリスクの関係」の２つが挙げられています。 

■「食生活は、主食、主菜、副菜を基本に食事のバランスを。」の表示の義務付け（平成 17

年２月１日施行） 

過度に「健康食品」に期待する傾向を是正し、バランスの取れた食生活の普及啓発を図るために、

保健機能食品（特定保健用食品及び栄養機能食品）において、上記の表示が義務付けられることに

なりました。 

 なお、この表示を表示する場所は、消費者の方が商品選択する際の情報提供とするため、容器包

装の前面に表示することとされています。 

 



 93 

事業化へ向けての展開について

健康増進法に基づく栄養強調表示や「食事療法用宅配食品等栄養指針」に基づく

糖尿病者等用食品の宅配販売を中核とすることで、本ビジネスモデル事業のとるべ

き戦略の本質に変更はない。また、上述の考察にもあるように、「トクホ」への参

入可能性を視野にいれた事業展開を図ることも可能であろう。製造・販売を行う事

業主（産）、栄養指導、医学的実証評価および医療情報の提供を行う（学）と（官）、

制度運営の助言を行う（官）の連携強化がますます重要となることが明らかである。 

今後、当該事業分野での産業振興を着実に進展させるために、産学官メンバー、

関連支援機関からなる研究会を発足させ、 

・域内資源を把握すること 

・ターゲットを具体的に絞り込むこと 

・実行すること 

が、必要である。 

 

･弘前大学医学部

･県内医療機関

･県内福祉施設

･青森県内企業

･公設試

･弘前大学

･他の研究機関など

･青森県内企業

商品開発 評価 申請
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11.「厚生労働省特別用途食品をターゲットとした 

青森ブランド産学連携ビジネスモデル」 

 

調査事業実施者 

弘前大学地域共同研究センター センター長               檜槇 貢 

  （大学院地域社会研究科 教授） 

弘前大学地域共同研究センター 准教授                   内山 大史  

  （大学院地域社会研究科 兼任教員） 

弘前大学地域共同研究センター 兼任教員           野坂 大喜       

（大学院保健学研究科  助教）                      

弘前大学地域共同研究センター 産学官連携コーディネーター  工藤 重光  

 

調査事業協力者 

弘前大学医学部附属病院 検査部 教授            保嶋 実   

弘前大学医学部附属病院 検査部 技師長           葛西 猛   

弘前大学医学部附属病院 検査部 主任技師          斉藤 順子  

弘前大学医学部保健学科                   井村 美穂 

弘前大学医学部保健学科                   金光 綾香 

弘前大学学術情報部社会連携課 課長             新谷 哲雄 

弘前大学学術情報部社会連携課 産学連携グループ係長     山田 修平 

弘前大学学術情報部社会連携課 産学連携グループ主任     山田 佳之 

弘前大学学術情報部社会連携課 産学連携グループ       舩木 美里 


